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津波避難ビルに指定されたマンションにおいて、自治体とも連携し、
防災力を高める計画や、避難受入れ時の運用ルールの策定等に取り組んだ事例

・H①マンション防災計画（初動対応）の策定の作業フロー

・H②防災対応BOX（発災時指示書）

・H③規約類

・H④防災性能向上のための設備等調査結果（非構造・設備部分の耐震性調査等）を踏まえた地震・津波対策

・H⑤被災したマンションの復旧・復興

水平展開
可能な資料

課題 成果取組

日常的な管理組合運営の枠を超えた、
災害時の生活継続等の災害対策と
将来の再生事業に取り組むことで、

本来あるべき適正な管理の期待

津波避難ビルに必要とされる

建物・設備等ハード面の条件整備検討、
修繕の優先順位付け

津波避難ビル（当該マンション
が指定）の運用について具体
的事項が定められていない

迅速な復旧復興のための条件整備検討

発災時の初動対応、生活継続等を想定し
た管理規約や防災対応ＢＯＸ等

ソフト面の条件整備検討

「マンション総合防災計画」、
「防災対応型長期修繕計画」、

「津波避難ビル受け入れルール」検討

マンション設備研修開催、

周辺自治会・県などとの協議

防災対応マンションとしての付加価値

管理組合、高知市、地域住民、管理会
社等間での問題意識の共有化

【竣工年（築年数）】 平成元年（築27年） 【総戸数】 134 戸

【単棟型 or 団地型】 単棟型 【階 層】 14 階建

【自主管理 or 委託】 全面委託。分譲以来、分譲会社系列の管理会社が管理を受託。

【エリア】 高知県

【耐震診断・耐震改修の実施の有無】 新耐震基準で建設されているため対象外。

Ｈマンション 補助事業実施主体：一般社団法人マンションライフ継続支援協会

写真枠




マンション防災計画（初動対応）の策定の作業フロー 


災害発⽣時の対応スタートのための「防災 BOX」Ｈマンション版を作成 


 


目標 あなたとあなたの大切な人を守るために 


◎実践的で役に立つ防災計画の完成に向けて、防災会を中心に話し合いや作業を行います。 


現状進めてきた防災マニュアル等の問題点を洗い出し検証しましょう。 


そのためには、災害発生直後の事をイメージすることです。 


これから皆さんで事前に準備できる防災用品やルール作りを行い、理事や防災会の方だけでなく


災害発生した時に在宅している居住者で対応できることを具体化していきましょう。 


  


◎話し合いや作業の実施方法 


 基本的には 4～5 人を単位とします。 


 グループで話し合いまとめてから最後に発表することで全体共有していきます。 


 検討課題には正解はないです。発表したものはそのままで、具体的なまとめはまとめ役に


任せる。 


 その場でよりよい判断ができるように訓練を重ねましょう。 


 


１回目 災害時のリスクのイメージを共有しよう 


まず、 


① 地震が起きてからマンションで起こることや困ることは何か。 


② 解決しなければならない問題の抽出、優先順位を決める。 


③ グループでまとまったことを発表する。 


④ 課題を分類していく。  


 


安否確認のルールは実効性があるのか？具体的に実施できるように変更しよう。 


安否確認をどのようにするのかを具体的に考える 


・安否確認の前に対策本部までいくのか？それとも集合してから確認なのか？ 


・「無事ですシート」が貼られていない時のルールは？ 


・上の階から下の階へ、各階への情報伝達方法は 


・一人でいる子供への対応は？（要援護者の対応は？） 


・どのように家族と連絡を取るのか？ 


 


 


２回目 防災 BOX をつくろう 


 災害発生!! 本当に必要なものは何か？実際に役に立つ防災 BOX を作る。 


マンションの居住者なら、開けたら臨時の対応ができる「防災 BOX」を作成 







防災 BOX の中身 


 指示書  具体的な行動の指示が書いてある。 


 すぐに使うもの 例えば、マンションの平面図、チャックに必要な用紙、軍手など 


 役割別の BOX 例えば、住民安全確認・建物安全確認・情報共有の各 BOX 


 役割別の指示書と備品 


 


① 災害発生時、自分がどのように行動するかを想像してみる。 


② まず行うことを協議し、役割を決める。 


③ 役割ごとにグループになり、今マンションにある「防災備蓄資機材リスト」から、防災 BOX に


必要なものを考える。他に必要なものがあればリストアップする。 


④ グループごとに発表し全体共有する。意見を出し合い検討し、優先順位順に並び替える。 


⑤ まとめ、最終的に防災 BOX に入れるものの確認を行う。 


 


 


３回目 実際に動いてみよう！より動きやすい指示書を作ろう 


① 指示書を見て、実際に動いてみる。 


② 気づいたこと、修正が必要なこと、追加の項目などを発見し、どんどん意見を言い合う。 


③ まとめ、最終的に防災 BOX に入れる指示書の確認を行う。 


 


 


４回目 生活継続に必要なルールを考えよう 


被災から少し時間の経過後、マンション内で維持・継続しなければならない事項についてのルール


を決める。（トイレ・食事・ごみ処理・衛生など生活立て直しに必須なもののルール作り） 


 


① 被災後に必要なマンション内でのルールにはどのようなものがあるか。 


② ルールを作るのに必要な優先度を考える。 


③ そのための解決策、どのような班が必要か、またどんな活動をして、維持・継続するのか


を検討する。例えば、水や備蓄品を配給する場合はどのようなルールにするのか など 
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規約類 


 


※ はじめに、防災活動の責任と権限について 


① 管理組合と自主防災会との関係 


 管理組合総会の決議による事前の委任にもとづき、「災害対策本部」を設置する。 


 管理組合とは目的が違うため、独立の組織にしかならない。 


管理組合の課題整理  自主防災会の課題整理 


建物等の維持管理や保全、復旧・復興に


関する事項、管理費の支出、積立修繕金


の取り崩しは、管理組合の専権事項 


 「災害対策本部」は災害発生時に、居住


者の生命と生活を守るために強い指示


を行う。 


防災・災害対策について管理組合の権限


は定められていない。 


居住者の生命や生活を守る事が、管理組


合の業務に含まれるかは不明 


 「災害対策本部」の設置・権限・責任等


について、管理規約の整備をする必要が


ある。 


「自主防災会」による行為の責任は管理


組合理事長に帰属のか？ 


 「自主防災会」が管理組合から発災時の


「災害対策本部」の実施について、委任


されているものとし、「自主防災会」が対


策本部を設置し行動する事を前提とす


る。 


 


＜活動例＞ 


また、「災害対策本部」は、居住者に以下の活動への協力を要請します。  


① 居住者の安否確認 


② 負傷、体調不良、閉じ込め等への手当  


③ 対策本部の照明、情報機器の設置       


④ 敷地、建物、設備等の被害状況の確認と応急措置     


⑤ 救護所、炊事場所、仮設ﾄｲﾚ等の設置      


             


② 資金の関係 


管理費や修繕積立金の使途と防災活動の関係を明確にする。 


災害積立金の創設について 


                     


       


以上を踏まえ、防災面を考慮した「管理規約（案）」「防災細則（案）」「マンション防災会


居住者台帳細則（案）」「自主防災組織規約（例）」を以下に示す。 


  







管理規約（案） 


 


第１章    総則 


（目的） 


第１条 この規約は、○○マンションの管理又は使用に関する事項等について定めることにより、


区分所有者の共同の利益を増進し、良好な住環境を確保することを目的とする。 


 


（定義） 


第２条 この規約において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  


一 区分所有権  建物の区分所有等に関する法律（以下「区分所有法」という。）第２条第１項の


区分所有権をいう。 


二 区分所有者  区分所有法第２条第２項の区分所有者をいう。 


三 占有者  区分所有法第６条第３項の占有者をいう。 


四 専有部分  区分所有法第２条第３項の専有部分をいう。 


五 共用部分  区分所有法第２条第４項の共用部分をいう。 


六 敷地  区分所有法第２条第５項の建物の敷地をいう。 


七 共用部分等  共用部分及び附属施設をいう。 


八 専用使用権  敷地及び共用部分等の一部について、特定の区分所有者が排他的に使用で


きる権利をいう。 


九 専用使用部分  専用使用権の対象となっている敷地及び共用部分等の部分をいう。 


 


（規約及び総会の決議の遵守義務） 


第３条 区分所有者は、円滑な共同生活を維持するため、この規約及び総会の決議を誠実に遵


守しなければならない。 


２ 区分所有者は、同居する者に対してこの規約及び総会の決議を遵守させなければならない。 


 


（対象物件の範囲） 


第４条 この規約の対象となる物件の範囲は、別表第１に記載された敷地、建物及び附属施設


（以下「対象物件」という。）とする。 


 


（規約及び総会の決議の効力） 


第５条 この規約及び総会の決議は、区分所有者の包括承継人及び特定承継人に対しても、そ


の効力を有する。 


２ 占有者は、対象物件の使用方法につき、区分所有者がこの規約及び総会の決議に基づいて


負う義務と同一の義務を負う。 


 







（管理組合） 


第６条 区分所有者は、第１条に定める目的を達成するため、区分所有者全員をもって○○マン


ション管理組合（以下「管理組合」という。）を構成する。 


２ 管理組合は、事務所を○○内に置く。 


３ 管理組合の業務、組織等については、第６章に定めるところによる。 


 


第２章     専有部分等の範囲 


 


（専有部分の範囲） 


第７条 対象物件のうち区分所有権の対象となる専有部分は、住戸番号を付した住戸とする。  


２ 前項の専有部分を他から区分する構造物の帰属については、次のとおりとする。 


一 天井、床及び壁は、躯体部分を除く部分を専有部分とする。 


二 玄開扉は、錠及び内部塗装部分を専有部分とする。 


三 窓枠及び窓ガラスは、専有部分に含まれないものとする。 


３ 第１項又は前項の専有部分の専有に供される設備のうち共用部分内にある部分以外のもの


は、専有部分とする。 


 


（共用部分の範囲） 


第８条 対象物件のうち共用部分の範囲は、別表第２に掲げるとおりとする。 


 


第３章  敷地及び共用部分等の共有 


 


(共有) 


第９条 対象物件のうち敷地及び共用部分等は、区分所有者の共有とする。 


 


(共有持分) 


第１０条 各区分所有者の共有持分は、別表第３に掲げるとおりとする。 


 


(分割請求及び単独処分の禁止) 


第１１条 区分所有者は、敷地又は共用部分等の分割を請求することはできない。 


２ 区分所有者は、専有部分と敷地及び共用部分等の共有持分とを分離して譲渡、抵当権の設


定等の処分をしてはならない。 


 


第４章  用法 


 


（専有部分の用途） 







第１２条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものとし、他の用途に供しては


ならない。 


 


（敷地及び共用部分等の用法） 


第１３条 区分所有者は、敷地及び共用部分等をそれぞれの通常の用法に従って使用しなけれ


ばならない。 


 


（バルコニー等の専用使用権） 


第１４条 区分所有者は、別表第４に掲げるパルコ二ー、玄関扉、窓枠、窓ガラス、一階に面する


庭及び屋上テラス（以下この条、第２１条第１項及び別表第４において「バルコニー等」という。）に


ついて、同表に掲げるとおり、専用使用権を有することを承認する。 


２ 一階に面する庭について専用使用権を有している者は、別に定めるところにより管理組合に


専用使用料を納入しなければならない。 


３ 区分所有者から専有部分の貸与を受けた者は、その区分所有者が専用使用権を有している


パルコニー等を使用することができる。 


 


 


（駐車場の使用） 


第１５条 管理組合は、別添の図に示す駐車場について、特定の区分所有者に駐車場使用契約


により使用させることができる。 


２ 前項により駐車場を使用している者は、別に定めるところにより、管理組合に駐車場使用料を


納入しなければならない。 


３ 区分所有者がその所有する専有部分を、他の区分所有者又は第三者に譲渡又は貸与したと


きは、その区分所有者の駐車場使用契約は効力を失う。 


 


（敷地及び共用部分等の第三者の使用） 


第１６条 管理組合は、次に掲げる敷地及び共用部分等の一部を、それぞれ当該各号に掲げる


者に使用させることができる。 


一 管理事務室、管理用倉庫、機械室その他対象物件の管理の執行上必要な施設 管理事務


（マンションの管理の適正化の推進に開する法律（以下「適正化法」という。）第２条第六号の「管


理事務」をいう。）を受託し、又は請け負った者 


二 電気室 ○○電力株式会社  


三 ガスガバナー ○○ガス株式会社 


２ 前項に掲げるもののほか、管理組合は、総会の決議を経て、敷地及び共用部分等（駐車場及


び専用使用部分を除く。）の一部について、第三者に使用させることができる。 


 







 


（専有部分の修繕等） 


第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物に定着する物件の取


付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）を行おうとするときは、あらかじめ、理事長（第３５条


に定める理事長をいう。以下同じ。）にその旨を申請し、書面による承認を受けなければならない。 


２ 前項の場合において、区分所有者は、設計図、仕様書及び工程表を添付した申請書を理事長


に提出しなければならない。 


３ 理事長は、第１項の規定による申請について、承認しようとするとき、 又は不承認としようとす


るときは、理事会（第５１条に定める理事会をいう。以下同じ。）の決議を経なければならない。 


４ 第１項の承認があったときは、区分所有者は、承認の範囲内において、専有部分の修繕等に


係る共用部分の工事を行うことができる。 


５ 理事長又はその指定を受けた者は、本条の施行に必要な範囲内において、修繕等の箇所に


立ち入り、必要な調査を行うことができる。この場合において、区分所有者は、正当な理由がなけ


ればこれを拒否してはならない。 


 


(使用細則) 


第１８条 対象物件の使用については、別に使用細則を定めるものとする。  


 


(専有部分の貸与) 


第１９条 区分所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合には、この規約及び使用細則


に定める事項をその第三者に遵守させなければならない。 


２ 前項の場合において、区分所有者は、その貸与に係る契約にこの規約及び使用細則に定め


る事項を遵守する旨の条項を定めるとともに、契約の相手方にこの規約及び使用細則に定める


事項を遵守する旨の誓約書を管理組合に提出させなければならない。 


 


第５章  管理 


 


第１節  総則 


 


(区分所有者の責務) 


第２０条 区分所有者は、対象物件について、その価値及び機能の維持増進を図るため、常に適


正な管理を行うよう努めなければならない。 


 


(敷地及び共用部分等の管理) 


第２１条 敷地及び共用部分等の管理については、管理組合がその責任と負担においてこれを行


うものとする。ただし、バルコニー等の管理のうち、通常の使用に伴うものについては、専用使用







権を有する者がその責任と負担においてこれを行わなければならない。 


２ 専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理を共用部分の管理と一


体として行う必要があるときは、管理組合がこれを行うことができる。 


 


(窓ガラス等の改良) 


第２２条 共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他の開口部に係る改良


工事であって、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向上等に資するものについては、管理組


合がその責任と負担において、計画修繕としてこれを実施するものとする。 


２ 管理組合は、前項の工事を速やかに実施できない場合には、当該工事を各区分所有者の責


任と負担において実施することについて、細則を定めるものとする。 


 


 


(必要箇所への立入り) 


第２３条 前２条により管理を行う者は、管理を行うために必要な範囲内において、他の者が管理


する専有部分又は専用使用部分への立入りを請求することができる。 


２ 前項により立入りを請求された者は、正当な理由がなければこれを拒否してはならない。 


３ 前項の場合において、正当な理由なく立入りを拒否した者は、その結果生じた損害を賠償しな


ければならない。 


４ 立入りをした者は、速やかに立入りをした箇所を原状に復さなければならない。 


 


第１項の規定に係らず、管理を行うものは、地震等の自然災害又は火災等により、人命に影


響を与えるおそれがあるため緊急に行う必要があり、かつ、同項に定める立ち入りの請求を


行いその同意を得る時間的余裕がないときは、必要な範囲内において、他の者が管理する専


有部分等に立ち入ることができる。この場合において、管理を行う者は、立ち入った専有部


分等に係る区分所有者及びその所有する専有部分の占有者に対し、事後速やかに、報告をし


なければならない。  


 


(損害保険) 


第２４条 区分所有者は、共用部分等に関し、管理組合が火災保険その他の損害保険の契約を


締結することを承認する。  


２ 理事長は、前項の契約に基づく保険金額の請求及び受領について、区分所有者を代理する。 


 


標準管理規約  


 


第２節  費用の負担 


(管理費等) 


 


 


 







第２５条 区分所有者は、敷地及び共用部分


等の管理に要する経費に充てるため、次の費


用（以下「管理費等」という。）を管理組合に納


入しなければならない。 


一 管理費 


二 修繕積立金 


２ 管理費等の額については、各区分所有者


の共用部分の共有持分に応じて算出するも


のとする。 


 


（承継入に対する債権の行使） 


第２６条 管理組合が管理費等について有す


る債権は、区分所有者の包括承継人及び特


定承継人に対しても行うことができる。 


 


（管理費） 


第２７条 管理費は、次の各号に掲げる通常


の管理に要する経費に充当する。 


一 管理員人件費 


二 公租公課 


三 共用設備の保守維持費及び運転費 


四 備品費、通信費その他の事務費 


五 共用部分等に係る火災保険料その他の


損害保険料  


六 経常的な補修費 


七 清掃費、消毒費及びごみ処理費 


八 委託業務費 


九 専門的知識を有する者の活用に要する費


用 


十 地域コミュニティにも配慮した居住者間の


コミュニティ形成に要する費用 


十一 管理組合の運営に要する費用 


十二 その他敷地及び共用部分等の通常の


管理に要する費用 


 


（修繕積立金） 


 


 


 


 


災害積立金   追加 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


防災対応に要する費用 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


（災害積立金） 







第２８条 管理組合は、各区分所有者が納入


する修繕積立金を積み立てるものとし、積み


立てた修繕積立金は、次の各号に掲げる特


別の管理に要する経費に充当する場合に限


って取り崩すことができる。 


一 一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕


二 不測の事故その他特別の事由により必要


となる修繕 


三 敷地及び共用部分等の変更 


四 建物の建替えに係る合意形成に必要とな


る事項の調査 


五 その他敷地及び共用部分等の管理に関


し、区分所有者全体の利益のために特別に


必要となる管理 


２ 前項にかかわらず、区分所有法第６２条第


１項の建替え決議（以下「建替え決議」とい


う。）又は建替えに関する区分所有者全員の


合意の後であっても、マンションの建替えの円


滑化等に関する法律（以下本項において「円


滑化法」とい。）第９条のマンション建替組合


（以下「建替組合」という。）の設立の認可又は


円滑化法第４５条のマンション建替事業の認


可までの間において、建物の建替えに係る計


画又は設計等に必要がある場合には、その


経費に充当するため、管理組合は、修繕積立


金から管理組合の消滅時に建替え不参加者


に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額


を限度として、修繕積立金を取り崩すことがで


きる。 


３ 管理組合は、第１項各号の経費に充てる


ため借入れをしたときは、修繕積立金をもって


その償還に充てることができる。 


４ 修繕積立金については、管理費とは区分


して経理しなければならない。 


 


（使用料） 


第 29 条 


管理組合は、各区分所有者が納入する災害


積立金を積み立てるものとし、積み立てた


災害積立金は、次の各号に掲げる事項の経


費に充当する場合に限って取り崩すことが


できる。 


災害備蓄品の購入・管理 


災害復旧のための修繕 


災害対策に関する敷地、共用部分等の変更


災害対策に関する情報収集や周知 


災害発生後の建物・設備等の調査 


災害時および災害対策のためのコミュニテ


ィ形成活動 


その他災害時および対外対策の対応のため


に必要となる費用 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







第２９条 駐車場使用料その他の敷地及び共


用部分等に係る使用料（以下「使用料」とい


う。）は、それらの管理に要する費用に充てる


ほか、修繕積立金として積み立てる。 


 


第６章  管理組合 


第１節  組合員 


（組合員の資格） 


第３０条 組合員の資格は、区分所有者となっ


たときに取得し、区分所有者でなくなったとき


に喪失する。 


 


（届出義務） 


第３１条 新たに組合員の資格を取得し又は


喪失した者は、直ちにその旨を書面により管


理組合に届け出なければならない。 


 


第２節  管理組合の業務 


 


（業務） 


第３２条 管理組合は、次の各号に掲げる業


務を行う。 


一 管理組合が管理する敷地及び共用部分


等（以下本条及び第４８条において「組合管理


部分」という。）の保安、保全、保守、清掃、消


毒及びごみ処理 


二 組合管理部分の修繕 


三 長期修繕計画の作成又は変更に関する


業務 


四 建物の建替えに係る合意形成に必要とな


る事項の調査に関する業務 


五 適正化法第１０３条に定める、宅地建物取


引業者から交付を受けた設計図書の管理 


六 修繕等の履歴情報の整理及び管理等 


七 共用部分等に係る火災保険その他の損


害保険に関する業務 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


災害対応計画の作成または変更に関する業


務 


 


災害時復旧工事に係る合意形成に必要とな


る事項の調査に関する業務 


 


 


 


 







八 区分所有者が管理する専用使用部分に


ついて管理組合が行うことが適当であると認


められる管理行為 


九 敷地及び共用部分等の変更及び運営 


十 修繕積立金の運用 


十一 官公署、町内会等との渉外業務 


十二 風紀、秩序及び安全の維持に関する業


務 


十三 防災に関する業務 


十四 広報及び連絡業務 


十五 地域コミュニティにも配慮した居住者間


のコミュニティ形成 


十六 管理組合の消滅時における残余財産


の清算  


十七 その他組合員の共同の利益を増進し、


良好な住環境を確保するために必要な業務 


 


（業務の委託等） 


第３３条 管理組合は、前条に定める業務の


全部又は一部を、マンション管理業者（適正化


法第２条第八号の「マンション管理業者」をい


う。）等第三者に委託し、又は請け負わせて執


行することができる。 


 


（専門的知識を有する者の活用） 


第３４条 管理組合は、マンション管理士（適


正化法第２条第五号の「マンション管理士」を


いう。）その他マンション管理に関する各分野


の専門的知識を有する者に対し、管理組合の


運営その他マンションの管理に関し、相談した


り、助言、指導その他の援助を求めたりするこ


とができる。 


 


第３節  役員 


（役員） 


第３５条 管理組合に次の役員を置く。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







一 理事長 


二 副理事長  ○名 


三 会計担当理事  ○名 


四 理事（理事長、副理事長、会計担当理事


を含む。以下同じ。）  ○名 


五 監事  ○名 


２ 理事及び監事は、○○マンションに現に居


住する組合員のうちから、総会で選任する。 


３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、


理事の互選により選任する。 


 


（役員の任期）  


第３６条 役員の任期は○年とする。ただし、


再任を妨げない。 


２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間


とする。 


３ 任期の満了又は辞任によって退任する役


員は、後任の役員が就任するまでの間引き続


きその職務を行う。 


４ 役員が組合員でなくなった場合には、その


役員はその地位を失う。 


 


（役員の誠実義務等） 


第３７条 役員は、法令、規約及び使用細則


その他細則（以下「使用細則等」という。）並び


に総会及び理事会の決議に従い、組合員の


ため、誠実にその職務を遂行するものとする。


２ 役員は、別に定めるところにより、役員とし


ての活動に応ずる必要経費の支払と報酬を


受けることができる。 


 


（理事長） 


第３８条 理事長は、管理組合を代表し、その


業務を統括するほか、次の各号に掲げる業務


を遂行する。 


一 規約、使用細則等又は総会若しくは理事


 


 


防災担当理事 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


理事長は、災害発生時、総会および理事会


の開催が困難な場合でありかつ 2 次被害の


防止等、緊急の処置が必要と判断した場合


は、災害積立金の条項に掲げる事項および







会の決議により、理事長の職務として定めら


れた事項 


二 理事会の承認を得て、職員を採用し、又


は解雇すること。 


２ 理事長は、区分所有法に定める管理者と


する。  


３ 理事長は、通常総会において、組合員に


対し、前会計年度における管理組合の業務の


執行に関する報告をしなければならない。 


４ 理事長は、理事会の承認を受けて、他の


理事に、その職務の一部を委任することがで


きる。 


 


(副理事長) 


第３９条 副理事長は、理事長を補佐し、理事


長に事故があるときは、その職務を代理し、


理事長が欠けたときは、その職務を行う。 


 


(理事) 


第４０条 理事は、理事会を構成し、理事会の


定めるところに従い、管理組合の業務を担当


する。  


２ 会計担当理事は、管理費等の収納、保


管、運用、支出等の会計業務を行う。 


 


(監事) 


第４１条 監事は、管理組合の業務の執行及


び財産の状況を監査し、その結果を総会に報


告しなければならない。 


２ 監事は、管理組合の業務の執行及び財産


の状況について不正があると認めるときは、


臨時総会を招集することができる。 


３ 監事は、理事会に出席して意見を述べるこ


とができる。 


 


第４節  総会 


それらのための災害積立金の取り崩しをす


ることができる。なお、後日開催される総


会および理事会で報告しなければならな


い。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


防災対策理事は、消防計画及び防災計画に


ついての業務を所管する。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







 


（総会） 


第４２条 管理組合の総会は、総組合員で組


織する。 


２ 総会は、通常総会及び臨時総会とし、区分


所有法に定める集会とする。 


３ 理事長は、通常総会を、毎年１回新会計


年度開始以後２ケ月以内に招集しなければな


らない。 


４ 理事長は、必要と認める場合には、理事


会の決議を経て、いつでも臨時総会を招集す


ることができる。 


５ 総会の議長は、理事長が務める。 


 


（招集手続） 


第４３条 総会を招集するには、少なくとも会


議を開く日の２週間前（会議の目的が建替え


決議であるときは２か月前）までに、会議の日


時、場所及び目的を示して、組合員に通知を


発しなければならない。 


２ 前項の通知は、管理組合に対し組合員が


届出をしたあて先に発するものとする。ただ


し、その届出のない組合員に対しては、対象


物件内の専有部分の所在地あてに発するも


のとする。 


３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する


組合員及び前項の届出のない組合員に対し


ては、その内容を所定の掲示場所に掲示する


ことをもって、これに代えることができる。 


４ 第１項の通知をする場合において、会議の


目的が第４７条第３項第一号、第二号若しくは


第四号に掲げる事項の決議又は建替え決議


であるときは、その議案の要領をも通知しなけ


ればならない。 


５ 会議の目的が建替え決議であるときは、


前項に定める議案の要領のほか、次の事項


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







を通知しなければならない。 


一 建替えを必要とする理由 


二 建物の建替えをしないとした場合における


当該建物の効用の維持及び回復（建物が通


常有すべき効用の確保を含む。）をするのに


要する費用の額及びその内訳 


三 建物の修繕に関する計画が定められてい


るときは、当該計画の内容 


四 建物につき修繕積立金として積み立てら


れている金額 


６ 建替え決議を目的とする総会を招集する


場合、少なくとも会議を開く日の１か月前まで


に、当該招集の際に通知すべき事項について


組合員に対し説明を行うための説明会を開催


しなければならない。 


７ 第４５条第２項の場合には、第１項の通知


を発した後遅滞なく、その通知の内容を、所定


の掲示場所に掲示しなければならない。 


８ 第１項（会議の目的が建替え決議であると


きを除く。）にかかわらず、緊急を要する場合


には、理事長は、理事会の承認を得て、５日


間を下回らない範囲において、第１項の期間


を短縮することができる。 


 


（組合員の総会招集権） 


第４４条 組合員が組合員総数の５分の１以


上及び第４６条第１項に定める議決権総数の


５分の１以上に当たる組合員の同意を得て、


会議の目的を示して総会の招集を請求した場


合には、理事長は、２週間以内にその請求が


あった日から４週間以内の日（会議の目的が


建替え決議であるときは、２か月と２週間以内


の日）を会日とする臨時総会の招集の通知を


発しなければならない。 


２ 理事長が前項の通知を発しない場合に


は、前項の請求をした組合員は、臨時総会を


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







招集することができる。 


３ 前２項により招集された臨時総会において


は、第４２条第５項にかかわらず、議長は、総


会に出席した組合員（書面又は代理人によっ


て議決権を行使する者を含む。）の議決権の


過半数をもって、組合員の中から選任する。 


 


(出席資格) 


第４５条 組合員のほか、理事会が必要と認


めた者は、総会に出席することができる。 


２ 区分所有者の承諾を得て専有部分を占有


する者は、会議の目的につき利害関係を有す


る場合には、総会に出席して意見を述べるこ


とができる。この場合において、総会に出席し


て意見を述べようとする者は、あらかじめ理事


長にその旨を通知しなければならない。 


 


(議決権) 


第４６条 各組合員の議決権の割合は、別表


第５に掲げるとおりとする。 


２ 住戸１戸が数人の共有に属する場合、そ


の議決権行使については、これら共有者をあ


わせて一の組合員とみなす。 


３ 前項により一の組合員とみなされる者は、


議決権を行使する者１名を選任し、その者の


氏名をあらかじめ総会開会までに理事長に届


け出なければならない。 


４ 組合員は、書面又は代理人によって議決


権を行使することができる。 


５ 組合員が代理人により議決権を行使しよう


とする場合において、その代理人は、その組


合員と同居する者若しくはその組合員の住戸


を借り受けた者、又は他の組合員若しくはそ


の組合員と同居する者でなければならない。 


６ 代理人は、代理権を証する書面を理事長


に提出しなければならない。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







 


（総会の会議及び議事） 


第４７条 総会の会議は、前条第１項に定める


議決権総数の半数以上を有する組合員が出


席しなければならない。 


２ 総会の議事は、出席組合員の議決権の過


半数で決する。 


３ 次の各号に掲げる事項に関する総会の議


事は、前項にかかわらず、組合員総数の４分


の３以上及び議決権総数の４分の３以上で決


する。 


一 規約の制定、変更又は廃止 


二 敷地及び共用部分等の変更（その形状又


は効用の著しい変更を伴わないものを除く。） 


三 区分所有法第５８条第１項、第５９条第１


項又は第６０条第１項の訴えの提起 


四 建物の価格の２分の１を超える部分が滅


失した場合の滅失した共用部分の復旧 


五 その他総会において本項の方法により決


議することとした事項 


４ 建替え決議は、第２項にかかわらず、組合


員総数の５分の４以上及び議決権総数の５分


の４以上で行う。 


５ 前４項の場合において、書面又は代理人


によって議決権を行使する者は、出席組合員


とみなす。 


６ 第３項第一号において、規約の制定、変更


又は廃止が一部の組合員の権利に特別の影


響を及ぼすべきときは、その承諾を得なけれ


ばならない。この場合において、その組合員


は正当な理由がなければこれを拒否してはな


らない。 


７ 第３項第二号において、敷地及び共用部


分等の変更が、専有部分又は専用使用部分


の使用に特別の影響を及ぼすべきときは、そ


の専有部分を所有する組合員又はその専用


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







使用部分の専用使用を認められている組合


員の承諾を得なければならない。この場合に


おいて、その組合員は正当な理由がなければ


これを拒否してはならない。 


８ 第３項第三号に掲げる事項の決議を行う


には、あらかじめ当該組合員又は占有者に対


し、弁明する機会を与えなければならない。 


９ 総会においては、第４３条第１項によりあら


かじめ通知した事項についてのみ、決議する


ことができる。 


 


コメントへ 


 


(議決事項) 


第４８条 次の各号に掲げる事項について


は、総会の決議を経なければならない。 


一 収支決算及び事業報告 


二 収支予算及び事業計画 


三 管理費等及び使用料の額並びに賦課徴


収方法 


四 規約及び使用細則等の制定、変更又は


廃止 


五 長期修繕計画の作成又は変更 


六 第２８条第１項に定める特別の管理の実


施並びにそれに充てるための資金の借入れ


及び修繕積立金の取崩し 


七 第２８条第２項に定める建物の建替えに


係る計画又は設計等の経費のための修繕積


立金の取崩し 


八 修繕積立金の保管及び運用方法 


九 第２１条第２項に定める管理の実施 


十 区分所有法第５７条第２項及び前条第３


項第三号の訴えの提起並びにこれらの訴えを


提起すべき者の選任 


十一 建物の一部が滅失した場合の滅失した


共用部分の復旧 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


防災計画の作成または変更 


災害積立金の取り崩し 


 


 


 


 


 


災害積立金の運用 


 


 


 


 


 







十二 区分所有法第６２条第１項の場合の建


替え 


十三 役員の選任及び解任並びに役員活動


費の額及び支払方法 


十四 組合管理部分に関する管理委託契約


の締結 


十五 その他管理組合の業務に関する重要


事項 


 


(議事録の作成、保管等) 


第４９条 総会の議事については、議長は、議


事録を作成しなければならない。 


２ 議事録には、議事の経過の要領及びその


結果を記載し、議長及び議長の指名する２名


の総会に出席した組合員がこれに署名押印し


なければならない。 


３ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は


利害関係入の書面による請求があったとき


は、議事録の閲覧をさせなければならない。こ


の場合において、閲覧につき、相当の日時、


場所等を指定することができる。 


４ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の


保管場所を掲示しなければならない。 


 


(書面による決議) 


第５０条 規約により総会において決議をすべ


き場合において、組合員全員の承諾があると


きは、書面による決議をすることができる。 


２ 規約により総会において決議すべきものと


された事項については、組合員全員の書面に


よる合意があったときは、書面による決議が


あったものとみなす。 


３ 規約により総会において決議すべきものと


された事項についての書面による決議は、総


会の決議と同一の効力を有する。 


４ 前条第３項及び第４項の規定は、書面によ


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







る決議に係る書面について準用する。 


５ 総会に関する規定は、書面による決議に


ついて準用する。 


 


第５節  理事会 


 


(理事会) 


第５１条 理事会は、理事をもって構成する。 


２ 理事会の議長は、理事長が務める。 


 


（招集） 


第５２条 理事会は、理事長が招集する。 


２ 理事が○分の１以上の理事の同意を得て


理事会の招集を請求した場合には、理事長は


速やかに理事会を招集しなければならない。 


３ 理事会の招集手続については、第４３条


（建替え決議を会議の日的とする場合の第１


項及び第４項から第７項までを除く。）の規定


を準用する。ただし、理事会において別段の


定めをすることができる。 


 


（理事会の会議及び議事） 


第５３条 理事会の会議は、理事の半数以上


が出席しなければ開くことができず、その議事


は出席理事の過半数で決する。 


２ 議事録については、第４９条（第４項を除


く。）の規定を準用する。ただし、第４９条第２


項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理


事会に出席した理事」と読み替えるものとす


る。 


 


(議決事項) 


第５４条 理事会は、この規約に別に定めるも


ののほか、次の各号に掲げる事項を決議す


る。  


一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







び事業計画案 


二 規約及び使用細則等の制定、変更又は


廃止に関する案 


三 長期修繕計画の作成又は変更に関する


案 


四 その他の総会提出議案 


五 第１７条に定める承認又は不承認 


六 第６７条に定める勧告又は指示等 


七 総会から付託された事項 


 


(専門委員会の設置) 


第５５条 理事会は、その責任と権限の範囲


内において、専門委員会を設置し、特定の課


題を調査又は検討させることができる。 


２ 専門委員会は、調査又は検討した結果を


理事会に具申する。 


 


第７章  会計 


 


(会計年度) 


第５６条 管理組合の会計年度は、毎年○月


○日から翌年○月○日までとする。 


 


(管理組合の収入及び支出) 


第５７条 管理組合の会計における収入は、


第２５条に定める管理費等及び第２９条に定


める使用料によるものとし、その支出は第２７


条から第２９条に定めるところにより諸費用に


充当する。 


 


(収支予算の作成及び変更) 


第５８条 理事長は、毎会計年度の収支予算


案を通常総会に提出し、その承認を得なけれ


ばならない。  


２ 収支予算を変更しようとするときは、理事


長は、その案を臨時総会に提出し、その承認


 


 


 


 


災害積立金の取り崩し 


 


災害積立金の運用 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







を得なければならない。 


 


(会計報告) 


第５９条 理事長は、毎会計年度の収支決算


案を監事の会計監査を経て、通常総会に報


告し、その承認を得なければならない。 


 


(管理費等の徴収) 


第６０条 管理組合は、第２５条に定める管理


費等及び第２９条に定める使用料について、


組合員が各自開設する預金口座から自動振


替の方法により第６２条に定める口座に受け


入れることとし、当月分は前月の○日までに


一括して徴収する。ただし、臨時に要する費


用として特別に徴収する場合には、別に定め


るところによる。 


２ 組合員が前項の期日までに納付すべき金


額を納付しない場合には、管理組合は、その


未払金額について、年利○％の遅延損害金


と、違約金としての弁護士費用並びに督促及


び徴収の諸費用を加算して、その組合員に対


して請求することかできる。 


３ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の


請求に関して、理事会の決議により、管理組


合を代表して、訴訟その他法的措置を追行す


ることができる。 


４ 第２項に基づき請求した遅延損害金、弁護


士費用並びに督促及び徴収の諸賛用に相当


する収納金は、第２７条に定める費用に充当


する。 


５ 組合員は、納付した管理費等及び使用料


について、その返還請求又は分割請求をする


ことができない。 


 


(管理費等の過不足) 


第６１条 収支決算の結果、管理費に余剰を


 


 


 







生した場合には、その余剰は翌年度における


管理費に充当する。 


２ 管理費等に不足を生じた場合には、管理


組合は組合員に対して第２５条第２項に定め


る管理費等の負担割合により、その都度必要


な金額の負担を求めることができる。 


 


（預金口座の開設） 


第６２条 管理組合は、会計業務を遂行する


ため、管理組合の預金口座を開設するものと


する。 


 


(借入れ) 


第６３条 管理組合は、第２８条第１項に定め


る業務を行うため必要な範囲内において、借


入れをすることができる。 


 


(帳票類の作成、保管) 


第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台


帳、組合員名簿及びその他の帳票類を作成し


て保管し、組合員又は利害関係人の理由を付


した書面による請求があったときは、これらを


閲覧させなければならない。この場合におい


て、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定


することができる。 


 


(消滅時の財産の清算) 


第６５条 管理組合が消滅する場合、その残


余財産については、第１０条に定める各区分


所有者の共用部分の共有持分割合に応じて


各区分所有者に帰属するものとする。 


 


第８章  雑則 


 


（義務違反者に対する措置） 


第６６条 区分所有者又は占有者が建物の保







存に有害な行為その他建物の管理又は使用


に関し区分所有者の共同の利益に反する行


為をした場合又はその行為をするおそれがあ


る場合には、区分所有法第５７条から第６０条


までの規定に基づき必要な措置をとることが


できる。 


 


（理事長の勧告及び指示等） 


第６７条 区分所有者若しくはその同居人又


は専有部分の貸与を受けた者若しくはその同


居人（以下「区分所有者等」という。）が、法


令、規約又は 使用細則等に違反したとき、


又は対象物件内における共同生活の秩序を


乱す行為を行ったときは、理事長は、理事会


の決議を経てその区分所有者等に対し、その


是正等のため必要な勧告又は指示若しくは警


告を行うことができる。 


２ 区分所有者は、その同居人又はその所有


する専有部分の貸与を受けた者若しくはその


同居人が前項の行為を行った場合には、その


是正等のため必要な措置を講じなければなら


ない。 


３ 区分所有者等がこの規約若しくは使用細


則等に違反したとき、又は区分所有者等若し


くは区分所有者等以外の第三者が敷地及び


共用部分等において不法行為を行ったとき


は、理事長は、理事会の決議を経て、次の措


置を講ずることができる。 


一 行為の差止め、排除又は原伏回復のた


めの必要な措置の請求に関し、管理組合を代


表して、訴訟その他法的措置を追行すること 


二 敷地及び共用部分等について生じた損害


賠償金又は不当利得による返還金の請求又


は受領に関し、区分所有者のために、訴訟に


おいて原告又は被告となること、その他法的


措置をとること 







４ 前項の訴えを提起する場合、理事長は、


請求の相手方に対し、違約金としての弁護士


費用及び差止め等の諸費用を請求することが


できる。 


５ 前項に基づき請求した弁護士費用及び差


止め等の諸費用に相当する収納金は、第２７


条に定める費用に充当する。 


６ 理事長は、第３項の規定に基づき、区分所


有者のために、原告又は被告となったときは、


遅滞なく、区分所有者にその旨を通知しなけ


ればならない。この場合には、第４３条第２項


及び第３項の規定を準用する。 


 


（合意管轄裁判所） 


第６８条 この規約に関する管理組合と組合


員間の訴訟については、対象物件所在地を


管轄する○○地方（簡易）裁判所をもって、第


一審管轄裁判所とする。 


２ 第４８条第十号に関する訴訟についても、


前項と同様とする。 


 


(市及び近隣住民との協定の遵守) 


第６９条 区分所有者は、管理組合が○○市


又は近隣住民と締結した協定について、これ


を誠実に遵守しなければならない。 


 


（細則） 


第７０条 総会及び理事会の運営、会計処


理、管理組合への届出事項等については、別


に細則を定めることができる。 


 


(規約外事項) 


第７１条 規約及び使用紬則等に定めのない


事項については、区分所有法その他の法令


の定めるところによる。 


２ 規約、使用細則等又は法令のいずれにも







定めのない事項については、総会の決議によ


り定める。 


 


（規約原本等） 


第７２条 この規約を証するため、区分所有者


全員が記名押印した規約を１通作成し、これ


を規約原本とする。  


２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有


者又は利害関係人の書面による請求があっ


たときは、規約原本の閲覧をさせなければな


らない。 


３ 規約が規約原本の内容から総会決議によ


り変更されているときは、理事長は、１通の書


面に、現に有効な規約の内容と、その内容が


規約原本及び規約変更を決議した総会の議


事録の内容と相違ないことを記載し、署名押


印した上で、この書面を保管する。 


４ 区分所有者又は利害関係人の書面による


請求かあったときは、理事長は、規約原本、


規約変更を決議した総会の議事録及び現に


有効な規約の内容を記載した書面（以下「規


約原本等」という。）の閲覧をさせなければな


らない。 


５ 第２項及び前項の場合において、理事長


は、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定


することができる。 


６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本


等の保管場所を掲示しなければならない。 


 


附 則 


 


(規約の発効) 


第１条 この規約は、平成○年○月○日から


効力を発する。 


 


 







  







防災細則（案） 


 


 


第１条（居住者の責務） 


 ●●マンションの全ての区分所有者および占有者（以下「居住者」という）は、管理規約


および使用規則ならびに消防計画および防災計画を遵守し、お互いに協力して防火・防災に


努めなければならない。 


２ 居住者は、家具転倒防止等の室内の安全対策および飲料、食糧、簡易トイレ等の生活物


資の備蓄に努め、消防・防災訓練等に参加しなければならない。 


３ 高齢、病気その他の事由により、災害発生時に支援が必要な居住者またはその家族は、


その旨を自主防災会を通じて管理組合に届けなければならない。 


４ 居住者は、災害時にマンション外に避難する場合は、連絡先等を自主防災会を通じて管


理組合に届けなければならない。 


 


第２条（自主防災会） 


 防火・防災に関する実務は、権原者である管理組合理事長のもと、自主防災会が統括する。 


２ 自主防災会は、管理規約第５７条の専門委員会として、防災計画の作成等の防災業務全


般について理事会に答申する。 


３ 理事会は、防災計画作成等にかかる自主防災会の答申を極力尊重し、総会に諮らなけれ


ばならない。 


 


第３条（防火管理者） 


 管理組合理事長は、防火管理者の選任にあたり、自主防災会と協議しなければならない。 


２ 防火管理者は、次の業務を行う。 


（1）消防計画の作成・提出ならびにその実施に関する業務 


（2）消防設備、避難設備、その他火気使用施設の点検検査ならびにその適正管理と機能保


持を図る業務 


（3）点検検査結果を検査台帳に記録し、保存する業務 


（4）点検検査により改善を要する事項を発見した場合は、速やかに管理組合理事長に報告


すること。 


（5）消火訓練の実施。但し、自主防災会の防災訓練と兼ねることを妨げない。 


（6）その他防火に関する業務 


２ 防火管理者は、法令の範囲内でその業務を自主防災会と分担することができる。ただし、


その責任は防火管理者に帰属する。 


 


第４条（火災または災害時の指示等） 







 火災または地震等の災害発生時に、防火管理者および自主防災会役員は、必要な指示等を


発し、居住者の避難・誘導、安全確保に努めるものとする。 


２ 居住者は、前項の指示等を正当な理由がなければ拒否してはならない。 


 


第５条（火気使用の申請） 


 次の各号に掲げる行為を行おうとする者は、その旨を管理組合理事長に申請して、承認


を得なければならない。 


（1）工事等のために臨時に火気を使用すること 


（2）大量の危険物を搬入・保管・搬出すること 


（3）電気設備等を新設・移転・改修すること 


２ 前項の申請の承認について、管理組合理事長は自主防災会の意見を聞かなければなら


ない。 


 


第６条（防火・防災に要する費用） 


 防火・防災用設備の整備に要する経費は、管理費会計からの支出金および●●マンション


自治会自主防災会宛に交付される防災器材等整備費補助金等による自主防災会特別会計と


して経理する。 


２ 自主防災会特別会計の予算および決算は自治会総会の承認を得なければならない。 


 


第 8 条（細則の改廃） 


 本細則の改廃は、管理規約第５０条による 


ものとする。 


２ 本細則に定めのない事項については、理事会で協議し決定する。 


  







●●マンション防災会居住者台帳細則（案） 


 


以下の通り居住者台帳細則を定める。 


 


第１条  居住者台帳整備の目的 


震災、火災、水災、風災等の自然災害が発生したとき、または●●マンション防災会会


員の身体に緊急の事態が発生したとき、或いはその他重大事故が発生したときに、●●


マンション防災会会員の安否確認、避難誘導、被災者救護等の緊急救援措置を遅滞なく


講じることを目的として、●●マンション防災会居住者台帳（以下「本台帳」という）を


整備する。 


２．本台帳は、前項の目的以外に使用してはならない。 


 


第２条  居住者台帳の管理責任者及び管理の方法 


  本台帳は、「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）」に基づき、防災


会長を管理責任者と定める。 


２．本台帳の保管場所は●●マンション管理事務室とし、専用の保管箱に施錠の上保管する。 


 


第３条  居住者台帳の運用（閲覧許可者の範囲） 


  防災会長の許可を得て本台帳を閲覧できる者は、防災会副会長（閲覧可能者を決定す


る）の他、●●マンション管理組合理事長、管理組合防災・防犯担当理事、及び所轄消防


署、所轄警察署、高知市防災部、同福祉部の所属員たる証明書を提示した者または防災会


長が緊急救援措置上特に必要と認めた者に限定する。 


 


第４条  居住者台帳への登録対象者 


  本台帳への登録対象者は、●●マンション防災会会員資格を有し、現に居住する区分所


有者及びその家族並びに現に居住する占有者及びその家族とする。 


２．本台帳は、世帯単位で整備するものとし、１世帯の同居家族を１通の台帳に記載する。 


 


第５条  居住者台帳への記載事項 


  本台帳への記載事項は以下の通りとする。 


（１） 居住階 


（２） 部屋番号及び自宅電話番号 


（３） 世帯主の氏名、生年月日、性別 


（４） 同居家族全員の氏名、生年月日、性別 


（５） 緊急時連絡先及び世帯主との続柄、自宅電話番号、携帯電話番号 


（６） 自力避難に支障のある事項（例：車椅子使用、要介護等）の有・無 







（７） 被災時帰宅困難者に該当または非該当 


（該当者は概略の居留場所を記載すること。例：勤務先・東京・日本橋等） 


（８） 血液型、忌避すべき薬剤等（重症の場合に使用） 


２．（３）、（４）、（６）、（７）、（８）の事項は、個人別に記載するものとする。 


３．会員は、本台帳の提出無き場合、または本台帳の各項目の記載に遺漏がある場合は、緊


急救援措置に遺漏を生じても不服を申し立てないものとする。 


４．会員が居住者台帳または異動届を提出する場合は、封書に密封の上、「居住者台帳在中」


と表記し、発信者名は表記せずに管理組合メールボックスに提出するものとする。 


 


第６条  居住者台帳記載事項の変更 


  会員は、本台帳記載の内容に異動が生じた場合は、遅滞なく所定の様式による「居住者


台帳異動届」を防災会長に届け出るものとする。 


 


付則  


  本細則は、平成●●年●月●●日より効力を発する。 


 


  







自主防災組織規約（例） 


 


第１条この会は、●●マンション自主防災会（以下「本会」という。）と称する。 


 


第２条本会の活動拠点は、次のとおりとする。 


（1）平常時は○○とする。 


（2）災害時は○○とする。 


 


第３条本会は、住民の隣保協同の精神に基づく自主的な防災活動を行うことにより、地震


その他の災害（以下「地震等」という。）による被害の防止及び軽減を図ることを目的と


する。 


 


第４条本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 


（1）防災に関する知識の普及・啓発に関すること。 


（2）地震等に対する災害予防に資するための地域の災害危険の把握に関すること。 


（3）防災訓練の実施に関すること。 


（4）地震等の発生時における情報の収集・伝達、避難、出火防止及び初期消火、救出・


救護、給食・給水等応急対策に関すること。 


（5）防災資機材等の備蓄に関すること。 


（6）他組織との連携に関すること。 


（7）その他本会の目的を達成するために必要な事項 


 


第５条本会は、●●マンション内にある世帯をもって構成する。 


 


第６条本会に次の役員を置く。 


（1）会長         １名 


（2）副会長       若干名 


（3）防災委員      若干名 


（4）班長        若干名 


（5）監査役        ２名 


２ 役員は、会員の互選による。ただし、防災委員は、消防職員・理事会ＯＢなどをもっ


てその職をあてるものとし、会長が指名した者とする。 


３ 役員の任期は、防災委員は５年、その他の者は１年とする。ただし、再任することが


できる。 


 


第７条会長は、本会を代表し、会務を総括し、地震等の発生時における応急活動の指揮を







行う。 


２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるときはその職務を行う。また、各班活動


の指揮監督を 


行う。 


３ 防災委員は、住民に対する啓発活動や防災活動に専門的に携わる。 


４ 班長は、幹事会の構成員となり、会務の運営にあたるほか、班活動の指揮を行う。 


５ 監査役は、会の会計を監査する。 


 


第８条本会に、総会及び幹事会を置く。 


 


第９条総会は、全会員をもって構成する。 


２ 総会は、毎年１回開催する。ただし、特に必要がある場合は臨時に開催することがで


きる。 


３ 総会は、会長が招集する。 


４ 総会は、次の事項を審議する。 


（1）規約の改正に関すること。 


（2）防災計画の作成及び改正に関すること。 


（3）事業計画に関すること。 


（4）予算及び決算に関すること。 


（5）その他、総会が特に必要と認めたこと。 


５ 総会は、その付議事項の一部を幹事会に委任することができる。 


 


第10条幹事会は、会長、副会長、防災委員及び班長によって構成する。 


２ 幹事会は、次の事項を審議し、実施する。 


（1）総会に提出すべきこと。 


（2）総会により委任されたこと。 


（3）その他幹事会が特に必要と認めたこと。 


 


第11条本会は、地震等による被害の防止及び軽減を図るため、防災計画を作成する。 


２ 防災計画は、次の事項について定める。 


（1）地震等の発生時における防災組織の編成及び任務分担に関すること。 


（2）防災知識の普及に関すること。 


（3）災害危険の把握に関すること。 


（4）防災訓練の実施に関すること。 


（5）地震等の発生時における情報の収集・伝達、避難誘導、出火防止、初期消火、救


出・救護、給食・ 







給水、災害弱者対策、避難所の管理・運営及び他組織との連携に関すること。 


（6）その他必要な事項 


 


第12条本会の会費は、総会の議決を経て別に定める。 


 


第13条本会の運営に要する経費は、会費その他の収入をもってこれにあてる。 


第14条会計年度は、毎年●月●日に始まり、翌年●月●日に終わる。 


 


第15条会計監査は、毎年１回監査役が行う。ただし、必要がある場合は、臨時にこれを行


うことができる。 


２ 監査役は、会計監査の結果を総会に報告しなければならない。 


 


この規約は、○年○月○日から実施する。_ 
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■目的
地震及び津波等の災害に対する防災力を向上させるため、昨年度実施した調査の
結果などから、今後の修繕・改修に関する内容を検討するものである。
また、建物の修繕計画等との関連も含め整理する。


■考え方
既存の建物で、地震や津波の被害を完全に回避することは難しい。
特に津波においては、最大クラスの津波（L2）に対する対策となると、費用の問題や
機器配置・移設場所の確保など現実的な対応が難しくなっていくため、
今回の検討は、L1クラス程度の津波に対して、生活維持に関する被害が低減される
もの及び防災対策として有効と想定されるものを優先項目として考える。


■計画内容について
各内容を防災対応の種類別に整理し、被災時の生活への影響、修繕との関連、
現実的な対応の可能性なども考慮し、上記の考え方による優先度をランク付けする。
また、具体的な実施に向けては設計や各種協議など、詳細な検討が必要であり、
今回提案する内容は、初期検討段階の計画である。


【防災対応の種別】


耐震 地震被害に関する対応


津波 津波被害に関する対応


避難 津波避難ビルとしての対応


総合 地震・津波時の総合的な避難等の対応


【修繕工事との関係性】


有り 修繕工事・耐用年数と連動し対応可能


一部 修繕時に追加等にて対応可能


無し 新設・移設など一般修繕範囲外 又は 


耐用年数が長いものなど


【優先ランク】


A 早期の対応が望ましい 又は 短期に修繕と連動


B 短期・中期的に対応することが望ましい


C 短期・中期的に対応を目標として、今後検討


D 現状・費用面などから現実的に難しい 又は 


今後の検討課題など


防災性能向上のための設備等調査結果（非構造・設備部分の耐震性調査等）
を踏まえた地震・津波対策







防災対策項目一覧


No. 種別 実施項目 実施内容 分類
修繕


関係性
生活


重要度
現実性
難易度


優先
ランク


参考


1 耐震 高架水槽
水槽の更新
接続配管の耐震性強化
水栓の設置


給排水 有り 高
修繕
連動 A


2 耐震
水槽の更新
接続配管の耐震性強化
水栓の設置


給排水 有り 高
修繕
連動 A


3 津波
基礎高さ変更
又は 防護柵設置


給排水
・建築 一部 高 中 C


4 耐震
耐震フレキ配管継手へ
の改修


給排水 一部 高 中 C


5 津波 制御盤移設
給排水
・電気 一部 高 中 B


6 耐震 各種配管 配管固定状況調査 給排水 無し 高 中 C


7 耐震 電気室内機器 機器類の耐震固定 電気 一部 高 中 C


8 耐震 住居内分電盤 感震ブレーカー設置 電気 一部 中 易 B


9 耐震 避雷針
柱脚固定部の改修
（ダブルナット式ボルト）


電気 無し 低 中 C


10 耐震 階段室扉 耐震扉への変更 建築 無し 中 中 B


受水槽


給水ポンプ







No. 種別 実施項目 実施内容 分類
修繕


関係性
生活


重要度
現実性
難易度


優先
ランク


参考


11 耐震 駐車場天井
エキスパンション部分
（廊下接続部）の改修


建築 一部 低 易 B


12 耐震 消火器 消火器BOXの設置 建築 一部 低 易 C


13 耐震 エレベーター
エレベーターの更新
（地震管制、レール等の
耐震対策含む）


建築 有り 中
修繕
連動 B


14 津波 引込電柱 柱周囲防護壁の設置
電気・
建築 無し 高 中 C


15 津波
ハンドホール
（電気引込）


止水用ブッシング処理 電気 無し 高 中 B


16 津波 ４階以上の階に移設 電気 無し 高 難 D


17 津波 防水扉へ改修
電気・
建築 無し 高 中 B


18 津波 発電設備
発電設備設置
（可搬タイプ）


電気・
建築 無し 高 中 C


19 津波 電気配線
幹線系統の区分け、非
常時切替
（４階前後にて）


電気・
建築 無し 高 難 D


20 津波 盤類 防災監視盤の移設
電気・
建築 無し 高 難 D


津波


総合


21


電気室


弱電
通信関連設備の引込、
盤類の移設


電気・
建築 無し 中 中 B







No. 種別 実施項目 実施内容 分類
修繕


関係性
生活


重要度
現実性
難易度


優先
ランク


参考


22 津波 １階ホール
FIX窓の強化ガラス（合
わせガラス）改修


建築 無し 低 中 C


23 津波 管理室、集会室 防水扉へ改修 建築 無し 中 中 D


24 津波 外構駐車場 津波防護柵の設置 建築 無し 中 中 C


25 津波 設備防水室
設備防水室の新設
（制御盤、弱電盤等の移
設先）


建築 無し 高 中 B


26 避難 手すり新設 建築 無し 低 中 B’


27 避難 歩行用防水改修 建築 一部 低 中 C


28 避難 屋上・塔屋
避難動線確保
（壁面開口、階段等設
置）


建築 無し 低 中 B’


29 総合 放送設備等 放送設備の改修・新設 電気 無し 低 中 C


30 総合 防災倉庫
新設・改修
（設置スペース検討）


建築 無し 低 中 C


31 総合 小型防災BOX 各階ELVホールに設置 建築 無し 低 低 C


屋上避難場所
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地震で被災したマンションの復旧・復興 


１ マンションでの復旧復興の難しさ 


マンションの災害対策なかで戸建住宅等と違う固有の問題で、かつ極めて難しいこと


は、被害を受けた建物の復旧復興です。一戸建ての住宅であれば、被災した建物の補修、


建替え、売却などは、原則として所有者の判断で行うことができます。 


しかし、区分所有建物であるマンションの場合は、自分の住戸内（専有部分）の壊れた


所は各区分所有者の判断で直すことがでるが、建物・設備の大半を占める共用部分の補


修は管理組合の合意が必要になります。しかも厄介なことは、被災状況の判断基準が異


なることがある。建替え（再建）か補修かを巡って区分所有者の意見がまとまらず、混


乱をきたす恐れがあります。 


また、マンションの建物は全体が同じように壊れるとは限りません。建物の向きや形状


の違う建物があるマンションの場合は、建物ごとに壊れ方が違うことはよくあること


です。 


マンションの復旧復興が一筋縄ではいかないことを前提に、被災したときの補修や建


替えなどを、どのような手続きで行うことになっているのか？ 制度の仕組みを理解


しておくこととは、マンションの災害対策を進めるうえで極めて重要なことです。 


地震が発生した場合、市町村は二次被害などの防止と、生活再建と復旧復興を支援する


ために、地域防災計画にもとづき、建物・宅地の応急危険度判定と、被害家屋調査を行


いますが、それぞれの調査の目的等を理解しておく必要があります。 


 


２ 被災度判定基準と被害認定基準 


（１）日本建築学会の被災度判定基準 


日本建築学会の判定基準は次の通りです。この判定基準は後述する「被災度区分判定調


査」でも使用されます。 


被害の程度 内  容 


(1)倒壊 少なくとも、倒壊した部分は、解体して建て直す必要がある。 


(2)大破 解体、または大規模な補強工事を必要とする。 


(3)中破 部分的な補強工事、または補修工事を必要とする。 


(4)小破 構造体を補強する必要はないが、非構造体の補修は必要とする。 


(5)軽微 仕上げ材の補修を必要とする。 


(6)無被害 若干のひび割れがあっても、補修は必要としない。 


（２）災害に係る住家の被害認定基準 


市町村が罹災証明書を交付するための調査の基準となる内閣府の「災害に係る住家の


被害認定基準」による、住家の被害の程度は、｢全壊｣、「大規模半壊」、「半壊」又は「半


壊に至らない」の４区分としています。 







「全壊」、「大規模半壊」及び「半壊」の認定基準は、下表のとおりです。 


   


（３）判定基準の違いによる混乱 


このように判定基準が違うことにより、日本建築学会の判定基準では「小破、中破、大


破、倒壊」とされるマンションが、罹災証明書の認定基準では「全壊」と認定されるこ


とがあり、「無被害、被害軽微、小破」でも、「半壊」と認定される可能性があります。 


後述するように、被害状況の判定には「応急危険度判定」による「調査済」（緑）、「要


注意」（黄）、「危険」（赤）の３種類の判定もあり、それぞれの調査の目的と判定基準の


違いを理解しておく必要があります。 


３ 被災マンション法による再建と敷地売却等 


（１）被災マンション法とは  


地震等の大規模災害によりマンション等の建物が全壊し、区分所有建物としての権利


が消滅した場合、残されているのは共有敷地権のみとなります。建物を再建するために


は、敷地共有者全員の同意がなければならないとする民法の規定により、容易に再建が


分類 内容 


(1)全壊 住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの。すなわ


ち、住家全部が倒壊したり、損壊が甚だしいため、補修しても


元通りに再使用することが困難なもの。 


具体的には、住家の損壊が延床面積の 70%以上、または住家


を構成する主要な要素の損害割合が 50%以上に達したもの。 


(2)大規模半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む


大規模な補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難


なもの。 


具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 50%以上 70%


未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住


家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 40%


以上 50%未満のものとする。半壊の内、損壊部分がその住家


の延床面積の 50%以上 70%未満、または主要な構成要素の損


害割合が 40%以上 50%未満のもの。 


(3)半壊 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、


すなわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使


用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延


床面積の 20%以上 70%未満のもの、または住家の主要な構成


要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その


住家の損害割合が 20%以上 50%未満のものとする。 







進まない事態におちいりやすくなります。 


このため、阪神・淡路大震災発生直後の平成７年に「被災区分所有建物の再建等に関す


る特別措置法」（被災マンション法）が制定され、政令で定める災害により区分所有建


物が滅失した場合、敷地共有者の５分の４以上の多数議決により、再建を行えるように


し、阪神・淡路大震災に適用されました。 


（２）東日本大震災で生じた問題 


制定時に被災マンション法が想定した事態は、建物全部滅失だけでした。しかし、東日


本大震災では全部滅失に至ったマンションはなく、法律を適用する必要がなかったた


め、東日本大震災は政令で定められる災害とされませんでした。 


ところが、東日本大震災では全部滅失に至っていないものの、多くのマンションが重大


な被害を受け、深刻な事態が生じていることが判明しました。 


全部滅失に至っていないケースでは、災害時の特別な措置は設けられていないため、区


分所有者が区分所有建物を取り壊したり、敷地とともに売却したりする場合には、民法


の原則どおり、全員同意が必要になります。 


現実に東日本大震災で大きな被害を受けたマンションのなかには、全員同意で取り壊


した例もあるが、全員同意を得るというのは容易ではありません。 


（３）被災マンション法の改正 


この事態に対処するため、平成 25 年（2013 年）６月に被災マンション法が改正され、


同月 26日に施行された。改正法では、建物の全部滅失の場合における敷地売却決議と、


大規模一部滅失※の場合における建物取壊し決議、建物・敷地売却決議などが定められ


ました。 


改正法は、全部滅失だけではなく、大規模一部滅失もその適用対象であることから、東


日本大震災を改正法の定める災害とする政令が、公布・施行されました。 


※大規模一部滅失とは、災害等によって建物の価格の２分の１超に相当する部分が滅


失した場合をいう。 


（４）改正法の内容 


① 全部滅失した場合 


従前から、被災マンション法では、マンションの全部が滅失した場合には、再建の集会


を開き、敷地共有者等の議決権の 5 分の 4 以上の多数決によって、再建の決議をする


ことができるものとされていましたが、再建の決議で決めることができるのは、建物の


再築に限られていました。 


しかし、マンションが全部滅失した場合に、多くの権利者が、建物を再築するのではな


く、敷地を売却し、売却代金で新たな生活の場を築いていこうと考えることもあります。


そこで改正法では、「敷地共有者等集会においては、敷地共有者等の議決権の５分の４


以上の多数で、敷地共有持分等に係る土地を売却する旨の決議（敷地売却決議）をする







ことができる」と定めました。 


この敷地売却決議によって、これまで区分所有者全員の同意がなければなしえなかっ


た敷地の売却を、区分所有者全員の同意が不要となり、全部滅失の場合の選択肢が多く


なったことになります。 


② 大規模一部滅失の場合 


マンションが大規模一部滅失した場合は、これまで被災マンション法には定めがなく、


区分所有法に定めのある、復旧決議（区分所有法 61 条 5 項）と建替え決議（区分所有


法 62 条）の手続をとることになっていました。 


被災マンション法の改正により、大規模一部滅失の場合について、新たに、①建物取壊


し決議、②建物取壊し・敷地売却決議、③建物・敷地売却決議の 3 つのしくみを設けま


した（大規模一部滅失は、災害によって建物の価格の３分の 1 超が滅失した場合で、大


規模滅失まで至らない滅失については、被災マンション法の適用はなく、区分所有法の


復旧などの規定に基づいて対応することになります）。 


③ 新たに設けられた３つのしくみによる決議 


 建物取壊し決議：建物を取り壊す旨の決議 


 建物取壊し・敷地売却決議：建物を取り壊すとともに、敷地を売却する決議 


 建物・敷地売却決議：建物を取り壊さずに、現状のまま、敷地とともに売却する決


議 


これらの新しいしくみによって、全部滅失にまで至らず、大規模な一部滅失の被害を受


けたマンションの権利者の選択肢が、大きく広がりました。 


 


マンションの復旧復興の手順 


１ 応急危険度判定調査 


① 調査の目的 


応急危険度判定は、災害対策基本法にもとづき被災した建築物や宅地での二次災害を


防止し、住民の安全を確保するために、被災建築物の応急危険度判定及び被災宅地の危


険度判定するもので、地震発生後７日以内に終了することを目標としています。 


地震の被害を受けた建物は、窓ガラス、外壁、屋根瓦等の落下、余震による倒壊など、


人命に影響する二次的災害の原因になることがあります。応急危険度判定調査は、こう


した二次被害の発生を防ぐことを目的としています。 


② 調査方法と判定 


応急危険度判定調査は、応急危険度判定調査表に基づいて、まず外部調査を行い、外部


調査だけでは判断できない場合、内部調査を行います。 


（通常は内部調査を省略できることになっている。） 


判定結果は「調査済」（緑）、「要注意」（黄）、「危険」（赤）の３種類のステッカーを建


物の出入り口等の見やすい場所に貼って表示し、「危険」と判定された場合は立入禁止







となります。 


③ マンションの再生等との関係 


応急危険度判定は、あくまでも応急に危険度を判定し、居住者等が二次被害を受けるこ


とを防ぐためのもので、「危険」という判定が出た場合に、建物をどのように修理する


か、建替えるかどうかといった判断をするためには、次に記載する「被害家屋調査」だ


けでなく、管理組合が専門家に依頼して行う「被災度区分判定調査」が必要になります。 


 


２ 被害家屋調査 


① 被害家屋調査の目的 


被害家屋調査は、罹災状況を把握するために市町村が、内閣府が定める「災害に係る住


家の被害認定基準運用指針」に基づき実施します。 


② 住家被害の認定基準（再掲） 


住家の被害の程度は、｢全壊｣、「大規模半壊」、「半壊」又は「半壊に至らない」の４区


分とします。 


「全壊」、「大規模半壊」及び「半壊」の認定基準は、下表のとおりです。 


分類 内容 


(1)全壊 


住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの。すなわち、住家全


部が倒壊したり、損壊が甚だしいため、補修しても元通りに再使用する


ことが困難なもの。 


具体的には、住家の損壊が延床面積の 70%以上、または住家を構成する


主要な要素の損害割合が 50%以上に達したもの。 


(2) 大 規 模


半壊 


居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補


修を行わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。 


具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 50%以上 70%未満のも


の、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害


割合で表し、その住家の損害割合が 40%以上 50%未満のものとする。


半壊の内、損壊部分がその住家の延床面積の 50%以上 70%未満、または


主要な構成要素の損害割合が 40%以上 50%未満のもの。 


(3)半壊 


住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、


住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもの


で、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 20%以上 70%未満


のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める


損害割合で表し、その住家の損害割合が 20%以上 50%未満のものとす


る。 


床上浸水 全壊及び半壊に達しない場合であって、1 階の床面より上に浸水が認め







※調査は住宅の屋根、壁、基礎を外観目視調査して、被害の程度を判定する。 


※判定結果に納得がいかない被災者に対しては、第２次調査として外観目視の他に内


部立入調査も行い判定する。 


③ マンションの被害家屋調査 


内閣府の「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」は、マンション等の集合住宅の扱


いについて以下のように定めています。 


原則として１棟全体で判定し、その判定結果をもって各住戸の被害として認定する


ものとする。ただし、住戸間で明らかに被害程度が異なる場合は、住戸ごとに判定し


認定することも必要である。 


※建物全体の傾きや躯体（外壁、屋根、柱・耐力壁）の損傷は建物全体共通の被害で


あるため、原則として１棟全体で判定し、その結果をもって各住戸の被害として認定


する。水害等により浸水した階の住戸と浸水しなかった階の住戸のように、住戸間で


明らかに被害程度が異なる部位（天井、内壁、建具、床、設備）がある住戸の場合、


当該被害の大きい住戸については、住戸ごとに判定し、認定することも必要である。


 


３ マンションの復旧・復興のための調査 


マンションの建物や設備が被害を受けた場合は、行政による調査を待たずに、被害状況


の確認と二次被害を防ぐために、できるだけ早く災害対策本部や管理組合で写真を撮


るなどして応急措置をする必要があります。 


ここでは、応急措置のための調査とは別の、復旧復興に必要な調査について記載します。 


① 管理組合等による被災状況確認 


(ア) 災状況を大まかに把握するため、敷地、建物、外構、設備機器、配管、躯体等をチ


ェックし被害を受けた箇所を図面に記録、写真撮影する 


(イ) 建物のクラック（ヒビ割れ）は、細いものでも大きな被害を受けている可能性もあ


るため、目立った被害がないような場合でも調査を実施し記録する 


(ウ) ライフラインが停止している場合、調査をするとともに開通時の漏電火災、漏水、


ガス漏れ等の発生を防ぐための措置をする 


② 被災度区分判定調査 


 調査の目的 


被災度区分判定は、被災した建築物の復旧を検討する前提となる、建物の被害状況


を把握するために行う。 


専門家に依頼して、主要構造部を中心に、建築物の沈下量と傾斜角、構造躯体の損


られるもの、又は土砂等の堆積により一時的に居住できない状態となっ


たもの。 


床下浸水 
建物基礎の地盤面より上に浸水があり、基礎内に浸水が認められるが、


1 階の床面より上に浸水が認められないもの。 







傷状況について調査を行い、残余耐震性を明らかにして、補修だけでいいのか、補


強や建替えが必要になるのか判定する。 


 調査方法 


管理組合が被災度区分判定について講習を受けた建築構造技術者（一級建築士等）


に依頼して実施する。 


建築物の内部に立ち入り建築物の沈下、傾斜、構造躯体の損傷状況を調査する。 


建物の残存耐震耐力を推定して被災度を区分し、補修や補強工事をすることで建


物を使い続けることができるのか、あるいは建て替えが必要なのかを判断する。 


被災度区分は、無被害、軽微、小破、中破、大破、倒壊の６段階で判定する。 


 調査内容と判定方法 


被災度区分判定調査表により、主に以下の事項について調査する。 


・全体沈下……最大沈下量 


・全体傾斜……全体傾斜角 


・構造躯体……損傷状況の最大の階における損傷割合 


 調査項目の判定 


各調査項目の値によって判定する。 


分類 内容 


最大沈下量     小破  中破  大破 


全体傾斜角     小破  中破  大破  倒壊 


構造躯体の損傷割合 軽微  小破  中破  大破  倒壊 


 建築物の判定 


最大沈下量、全体傾斜角、構造躯体の損傷割合の各判定のうち、もっとも厳しい判


定を、被災度区分判定とする。 


 補強の要否の判定  


被災度区分判定と、その地域の地震動の大きさ（震度階）を組み合わせ、下表によ


り補修、補強、解体等の判定をする。 


  







 


分類 
被災度区分 


無被害 軽微 小破 中破 大破 倒壊


震
度
階 


Ⅴ弱（中震）以下 － ○ △ × × × 


Ⅴ強（強震） － ○ ○ △ × × 


Ⅵ弱（烈震） － ○ ○ ○ △ × 


Ⅵ強（激震）以上 － ○ ○ ○ ○ △ 


（－）補修・補強不要 （○）補修による復旧  


（△）補修又は補強による復旧 （×）補強による復旧又は解体  


補修：構造的性能が被災前とほぼ同等になるようにすること。 


補強：構造的性能が被災前の状態よりも高くなるようにすること。 


復旧：補修・補強をして再使用に耐えるようにすること。 


 実施機関 


コンサルタント、設計事務所、管理会社、建物施工会社等に依頼する。 


③ 生活空間の被害状況調査 


 管理組合等で復旧計画等を検討するためには、先ず建物・設備の被害状況と区分所


有者・居住者の置かれている状態を知ることが必要である。 


 建物の構造躯体の被災状況被は応急危険度判定と被災度区分判定によりある程度


分かるが、これらの判定はあくまでも構造躯体を調査した結果によるもので、住宅


としてのマンションがどのような被害を受け、今後どのような対応をする必要が


あるのかは分からない。生活の場であるマンションが受けた被害の全容は、別に把


握することが必要になる。 


 生活空間の被害状況調査は、一般的には、建物調査、設備調査、個別調査の３種類


について行う。このうち、建物の構造躯体の被害状況は被災度区分判定である程度


把握でき、柱や梁などの構造躯体以外の被害も外からみて大体のことは分かる。 


 設備の被害状況調査 


 水道、電気、ガス、通信等の設備がどの程度被害を受けたかは簡単には判断で


きない。特にライフラインの事業者の施設自体が被災し供給できなくなってい


ると、マンション内の設備が損傷しているのかどうかの判断が難しくなる。 


 マンション内の設備が損傷していると水道、電気、ガス等の供給が再開された


とき、漏水や火災等の二次被害が発生することもある。 


 構造躯体が中破以上の損傷を受け、当面、居住を続けることが難しいときはと


もかく、マンションで居住を続けながら復興を検討する場合は、建物調査とは


別に毎日の生活に欠かせない設備の被害状況を迅速に把握する必要がある。 


 ライフラインの調査は、それぞれの経路に沿って行い、異常が発見された場合


は使用制限や使用禁止の措置をとり専門業者の調査を受ける必要がある。 







④ 個別（住戸等）の被害状況調査 


 損傷が軽微または小破の場合 


被災度区分判定により躯体構造に重大な損傷がない場合でも、住戸と廊下の境い


壁やバルコニー等に生活に支障がでるような破損が生ずることがある。 


一見して被害がわかるときはもちろん、共用部分に大きな問題がないように見え


る場合でも、アンケート等を実施して各住戸内の被害状況を調査して全体的な被


災状況を把握することが必要になる。 


管理会社の意見も聞き専門家に詳細な調査を依頼する必要があるかをどうか判断


する。 


各住戸内の被害には、戸境壁など共用部分に属する個所と、内装材など専有部分に


属する個所がある。 


専有部分の補修についてはリフォーム工事をする場合と同じように、一定の基準


を設け定めることが必要になる。 


 非構造部材が損傷している場合 


被災度区分判定により躯体構造に重大な損傷がない場合でも、住戸と廊下の境壁


やバルコニー等に生活に支障がでるような破損が生ずることは珍しくない。主要


構造体とそれ以外の非構造部材のそれぞれについて調査を行い、復旧計画を立て


る必要がある。 


主要構造体の補修、補強にともなって内装材の撤去や修復が必要になるのが普通


であるから、両者の復旧計画を連動させて行うことが必要である。 


補修、補強を行う場所にもよるが、居住をしながら工事をすることが困難なことも


ある。区分所有者、居住者の生活のことも考慮して計画を立てることが必要である。 


（５）被災した場合の復旧と建替え・再建 


不幸にしてマンションが被害を受けた場合は、一般的には区分所有法が規定する手続


きによって復旧や建替えをすることになります。 


ただし、建物が全部滅失した場合で、政令により被災区分所有建物の再建築に関する特


別措置法（被災マンション法）が適用されたときは、この法律の定めによります。 


 区分所有法による復旧 


被害の程度を小規模滅失（建物価格の２分の１以下に相当する部分の滅失）と大規模滅


失（建物価格の２分の１を超える部分の滅失）に区分して、それぞれ管理組合総会で復


旧を決議することができる。 


(ア) 小規模滅失の場合の復旧（建物価格の２分の１以下に相当する部分の滅失） 


 区分所有法の規定により区分所有者及び議決権の過半数の賛成により復旧を決議


することができる。（規約に特段の定めがなければ管理組合総会の普通決議で可能） 


 この決議が行われると、復旧工事に必要な費用は各区分所有者が全員で負担する


ことになる。 







 もし復旧決議が行われないときは、各区分所有者は共用部分を復旧することがで


きる。この場合、その費用を他の区分所有者に請求することができる。 


 団地型マンションの場合や、構造上・機能上独立した棟があるマンションの場合は、


原則として棟ごとに決議する。 


 復旧工事が共用部分の変更を伴う場合は、区分所有者及び議決権の各４分の３以


上の賛成による特別決議が必要になる。 


(イ) 大規模滅失の場合の復旧（建物価格の２分の１を超える部分の滅失） 


 大規模滅失したマンションを復旧するためには多額の費用がかかることや、復旧


をしないで建替えや解散（区分所有関係の解消）を希望する区分所有者にも配慮す


る必要もある。 


 このため管理組合総会で復旧決議をするときは、区分所有者及び議決権の各４分


の３以上の賛成による特別決議によらなければならない。 


 復旧決議に賛成しなかった区分所有者は、賛成者に対して建物と敷地に関する権


利を時価で買い取るように請求できる。これは買取請求権といわれるもので、この


権利を行使すると当事者の間で売買契約が成立したことになる。 


 大規模滅失したマンションをいつまでも放置されないようにするため、滅失して


から６カ月以内に復旧決議が行われないときは、各区分所有者は他の区分所有者


に自分の権利を買い取ることを請求できる。   


(ウ) 区分所有法による建替え 


大規模滅失したマンションの復旧をあきらめて建替えをする場合もある。この場合は


区分所有法の建替えの規定にもとづき、管理組合総会で区分所有数者及び議決権数の


各５分の４以上の賛成による建替え決議をすることになる。建替え決議をする総会の


開催や決議後の手続きも区分所有法の規定による。 


(エ) 被災マンション（被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法）による再建等 


 被災マンション法による再建 


i. マンションが全壊（全部滅失）すると、区分所有関係が消滅し、その敷地の共


有関係又は借地権等の準共有関係だけが存在することになる。この場合、区分


所有法の適用対象外になり管理組合も存在しなくなる。 


ii. マンションが全壊（全部滅失）した場合は、敷地共有者や敷地利用権者（借地


権者など）は、マンションを再建するための集会を開くことができる。再建集


会は、議決権（価格を基準にした持分等の割合）の 5 分の 1 以上をもつ敷地


共有者等が招集する。 


この集会で、議決権の 5 分の 4 以上の賛成を得ればマンションを再建するこ


とができる。（この決議は、大規模災害を指定した政令の施行日から 3 年以内


にする必要がある） 


（注）「建替え」と「再建」 







被災したマンションを解体し、新しい建物をつくるとき、区分所有法に基づく


場合は「建替え」であり、被災マンション法に基づく場合は「再建」という。 


 敷地売却決議等 


i. 大規模な災害により重大な被害を受けたマンションは、管理組合総会で区分所


有数者及び議決権数の各５分の４以上の賛成により、取壊しか売却をすること


ができる。 


・取壊し決議（建物を取り壊す) 


・建物敷地売却決議（建物をその敷地とともに売却する） 


ii. 大規模な災害により滅失したマンションの敷地を、敷地共有者や敷地利用権者


（借地権者など）は、議決権の５分の４以上の多数 により売却することができ


る。 


・敷地売却決議（敷地を売却する） 


 


  







４ 罹災証明書の発行 


復旧復興というと補修や建替えが重視されがちですが、罹災証明書の発行や、これに基


づく生活支援も重要である。 


① 罹災証明書 


災害により被害を受けた住民が、行政による各種の被災者支援制度の適用を受けるた


めには、「罹災証明書」が必要になる。 


「罹災証明書」は被害家屋調査にもとづき被害を受けた住宅の所有者、居住者に市町村


が発行する。 


② 罹災証明書が関係する主な支援制度 


 公的な支援 


仮設住宅の貸与／住宅応急修理制度／被災者生活再建支援制度／各種税･手数料･使用


料の減免／学費の減免／建物の解体・運搬・処理／災害復興公営住宅の確保／災害援護


資金の貸付／各種融資の資料 


 私的な支援 


各種保険金の給付／義援金配分 など 


③ マンションに対する罹災証明書の発行 


 共用部分 


管理組合等として罹災証明書が必要な場合には、建物の外壁や柱、および廊下やエント


ランスなどの共用部分の被害により被害程度を判定する１次調査（外観調査）の結果に


基づき、罹災証明書が発行される。 


 マンションの各戸への罹災証明書の発行 


管理組合等で罹災証明書が申請されていても、各種公的支援等を受けるため、各住戸の


世帯構成員に対する罹災証明書が必要な場合には、それぞれ住戸毎に申請する必要が


ある。 


④ 罹災届出証明書 


罹災の内容を写真等で確認し、被災者から罹災の届出があった旨を証明するものであ


る。市町村による「住宅被害認定調査」は行わず、被害程度についても判定しない。 


※「罹災届出証明書」は各種の被災者支援制度(災害救助法や被災者生活再建支援法に


よる各種施策、市税・保険料の減免等)の適用を受ける証明とはならない。 


 


５ 被災者の生活再建のための公的支援制度 


① 被災者生活再建支援制度 


罹災判定によって住宅が全壊又は大規模半壊と認定された世帯には被災者生活再建支


援制度により、支援金が支給される。 


② 支給額は下記の２つの支援金の合計額である 


 







 


 住宅の被害程度に応じて支給する支援額（基礎支援金） 


被害程度 全壊 解体 大規模半壊 


複数世帯支給額 100 万円 100 万円 50 万円 


単数世帯支給額 75 万円 75 万円 37.5 万円 


 


 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 


住宅の再建方法 建設・購入 補修 
賃借 


（公営住宅以外）


複数世帯支給額 200 万円 100 万円 50 万円 


単数世帯支給額 150 万円 75 万円 37.5 万円 
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